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山形県・令和4年度12月補正予算の主な事業③
観光文化スポーツ部●観光施設が行う誘客促進策への支援（「観光施設支援事業費助成金」の申請状況を踏まえた増額）……1億4,000万円
健康福祉部●オミクロン株対応ワクチンの接種開始などに伴うワクチン接種を行う医療機関に対する協力金の追加（個別接種の回数に応じた支援を増額）……5億1,900万円
健康福祉部●新型コロナ診療・検査医療機関に対する抗原検査キットの追加配布（45,000個を配布）……6,300万円
健康福祉部●自宅療養者向けパルスオキシメーターの追加購入（1,000個）……900万円
健康福祉部●県立病院などにおける新型コロナ対応医療従事者に係る特殊勤務手当相当分の負担金の増額……4,800万円
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土砂崩れ、豪雨による危険な沢などを調
査。バラ栽培農家の話を伺い、農家のモ
チベーションを維持する施策が急務です。

八幡地域の要望箇所
現地調査（酒田市）

「全面青色駐車場」設置の徹底や県庁に
ある『車いす使用者用駐車施設』に屋根
の設置などの要望書を吉村知事に提出。

全国脊髄損傷者連合会山形県
支部の皆様の要望活動（山形市）

入部400年の式典ができる歴史の深さと、
庄内人の誇りの高さを知り、次の時代へ
伝える責任を教えていただいた一日でした。

酒井家庄内入部400年
記念式典に出席（鶴岡市）

県産材利用による「木造農業ハウス実証
実験棟」は、持続可能な農業、地球にや
さしい農業を目指す素晴らしい発想です。

木造農業ハウス実証実験棟を
現地調査（酒田市）

石黒覚・議員／質問
　企業管理者の説明では、企業
局所管の４事業会計の純利益は、
①電気事業会計は約26億6,253
万円②工業用水道事業会計は約
1億180万円③公営企業資産運

用事業会計は約8,314万円④水
道用水供給事業会計は約8億
6,757万円、4事業会計の純利益
の合計は約37億1,506万円と報告
され、順調な経営状況であると思
います。一方、身近な水道用水供

給事業について監査委員からは、
将来の水需要想定に基づき効率
的な経営を図り、施設・設備の老
朽化対策や管路の耐震化、自然
災害対応などを確実に進めていく
べきと指摘されています。
　振り返ると、平成25年7月に県
を襲った豪雨により、村山広域水
道で給水停止になった事案があり
ます。西川町大井沢地区では、24
時間の雨量が当時の過去最大と
なる212㎜に達し、用水施設が被
害を受けることはなかったものの、
水源の寒河江川では濁度が急激
に上昇し、西川浄水場において浄
水処理を継続することが困難とな
り、受水市町への給水が停止しま
した。そのため、村山地域の4市2
町で最大8日間の断水となるなど
広域的に、県民の生活に甚大な
影響が発生しました。近年は、気
象災害が激甚化する傾向にありま
す。県では、令和2年と令和4年、
最上川が増水して大きな被害が発
生し、特に令和4年8月の大雨で
は置賜地域を中心に河川の氾濫

による甚大な被害を受けました。企
業局では、綱木川などで過去最大
の濁度を記録したと聞いています。
　こうした頻発し激甚化する自然
災害に的確に対応する方策とし
て、多くのコストと時間が必要な
ハード整備を今すぐ行うことは容易
ではないと思います。しかし、ひと
たび給水停止となれば県民生活に
多大な影響が生じます。このような
事態を招かないためにも、濁度対
策を始めとするソフト面の備えが重
要であると考えます。
　そこで、企業局の水道用水供給
事業において、これまでどのような
対策を講じてきたのか、また安定
的な水道用水の供給に向けて、今
後どのように対応していくのか、企
業管理者に伺います。
企業管理者／回答
　平成25年度の豪雨により､村山
広域水道では寒河江川の原水濁
度が平常時は概ね10度以下のと
ころ､3,000度を超えるまで上昇し､
給水停止を余儀なくされ広域・長
時間にわたる断水が発生しました。

石黒覚・議員／質問
　県民に水道水を届ける市町村な
どの事業者も、多くの課題を抱えて
います。人口減少や水道施設老朽
化への対応が待ったなしの状況で
あり、経営のさらなる効率化が求
められています。このために水道の
広域化が継続して議論されてきま
した。広域化については、平成29
年度に策定した「県水道ビジョン」
の中で有効手段と位置づけ、方向
性を示しています。また、政府でも
広域化を促進するため、令和4年
度中の「広域化推進プラン」の策
定を、都道府県に要請しています。
　県は、広域化に向けた具体的な
検討の場として、県内４地域で「県
水道事業広域連携検討会」を立ち
上げ、令和3年度も委託によるシ

ミュレーションを実施するなどして、
検討会での議論を進めています。
　そこで、検討会のこれまでの開
催状況と議論されている内容、さ
らに広域化による政府の交付金に
ついて、どのような視点にたってプ
ランの策定が進んでいるのか、防
災くらし安心部長に伺います。
防災くらし安心部長／答弁
　県は、水道事業の基盤強化を目
的とした広域連携を推進するた
め、県内４地域ごとに、市町村など
の水道事業者、水道用水供給事
業者である県企業局「広域連携の
推進役」となる防災くらし安心部で
構成する「県水道事業広域連携
検討会」を平成30年11月に立ち
上げ「水道広域化推進プラン」の
策定に向けた検討を重ねていま

す。令和4年9月末までに合計108
回の検討会を開催しています。
　検討会では、平成30年度に将
来の見通しとして、人口減少や水
需要の減少に伴う料金収入の減
少、水道施設の更新費用の増大、
水道職員数の減少などを想定し、
市町村などの水道事業者がこのま
ま水道事業を単独で継続した場
合、水道経営が大変厳しいものに
なることの認識を共有しました。
　そのうえで、各地域で平成30年
度から令和2年度までに、経営の
一体化や施設の共同利用、システ
ムの共通化など、どのような連携が
効果的なのか条件を設定し、シミュ
レーションを実施。令和3年度に
は、財源について精緻なシミュレー
ションを実施するとともに、専門家
のご意見もいただきながら、各地
域における水源、地形および人口
などの要因を踏まえた議論を進め
ました。その結果①施設の共同利
用などのハード面での連携②資材
などの共同購入などのソフト面で
の連携③広域化による一体的な経

営など、それぞれの地域での方向
性が見えてきました。現在は、県内
４地域ごとの広域化の推進方針を
「水道広域化推進プラン」にどのよ
うに記載していくか、市町村などと
最終的な協議を行っています。
　一方、広域化による施設の統廃
合や老朽化・耐震化対策には莫
大な費用を要することから、財源と
して政府の交付金を最大限活用
することは、水道経営にとって極め
て有効です。政府では水道事業の
広域化に向け、令和16年度まで
の時限措置として原則10年間活
用できる交付金を準備しています。
市町村などがこの交付金を活用す
るには、「水道広域化推進プラン」
に具体的な広域化の方向性を記
載することが必要なため、県は市
町村などが交付金を十分に活用で
きるよう、このプランを令和4年度
内に策定したいと考えています。
　いずれも県は、皆様に安全で安
心な水を安定的に供給できるよう、
市町村などの事業者と連携しなが
ら、しっかりと取り組んでいきます。

令和4年3月10日（木）／農林水産常任委員会

石黒委員●令和3年度から新規漁
業就業者への支援給付金が始まっ
ています。活用状況はどうですか。
水産振興課長●令和3年度に新規
独立就業した場合、150万円/年、
最大3年間を給付する取り組みで
す。給付見込みは5人であり、4月以
降の就業により4年度の給付見込者
は現在のところ6人です。
石黒委員●令和4年度予算の内容、
新たな取り組みはどうですか。
水産振興課長●新規就業者の確保

には、国の制度で親の漁船を活用し
て漁業に従事する場合は支援制度
がないため、その部分を県で支援す
る給付金制度を設置。親が引退する
前に跡取りを呼び戻して漁船を継ぐ
場合は、1年に限り給付金を給付し
て承継を後押します。また、漁業セミ
ナーや動画などで漁業紹介など、新
規就業につなげる取り組みを実施。
これまでは海面漁業の支援でした
が、内水面と養殖業の育成にも事業
を活用できる制度に見直しました。

石黒委員●温暖化などで環境が変
動し、水産資源の保全が難しくなっ
ています。 稚魚放流の現状は。
水産業成長産業化主幹●水産生物
の有効な放流を行っています。海面
では、アワビ、ヒラメ、トラフグなどを
放流し、 海で大きくして漁獲する栽
培漁業に取り組み、これらの技術開
発に加え、放流するための種苗を県
栽培漁業センターで生産供給してい
ます。 放流では、地球温暖化などに
よる影響で、放流の効果が低下して
おり、放流の時期や方法の見直しな

ど、技術的な面で水産研究所にお
いて課題として取り組んでいます。内
水面では、漁場の維持管理のため
に、内水面漁協がアユ、サクラマス、
イワナなどを放流。このほか市町村
が地域振興などを目的に、平成17
年度から放流を行ってきました。
　令和4年度からは、放流環境を改
善するために、カワウや外来魚など
の外敵の駆除を行い、環境の変化
により低下した放流効果を回復させ、
海面・内水面の水産資源の維持・増
大を市町村と連携していきます。

新規漁業就業者への支援給付金と水産資源のための稚魚放流の現状について

　その要因として、ハード面では
浄水処理のための薬品注入機お
よび沈殿池の能力が不足していた
こと、ソフト面では給水が停止した
場合に受水市町間で融通可能な
水量を共有していなかったなど、
企業局と受水市町間の連携が不
足していたことが挙げられます。
　こうした事態を受け県は「浄水
機能の強化」「市町村との連携強
化」を図る検討委員会を設置し、
ハード、ソフト両面から高濁度対策
の検討を行い、平成25年度から
具体的な対策を実施しました。
　ハード対策は、平成25年から
28年にかけて、村山広域水道の
浄化機能の強化を図るため①濁り
を除去する薬品を従来の2倍注入
できるようPACなどの設備を増設
②沈殿池の処理量の増加を図る
ための「沈殿池中間取出し装置」
を新設③浄水工程で大量に発生
する汚泥を乾燥させる「天日乾燥
床」を13床から18床に増加。こう
したハード対策を、他の浄水場の
処理能力の強化につなげるため、

各浄水場の「機器更新計画」を再
整備し、高濁度水でも対応可能な
設備投資を行ってきました。
　ソフト対策は①浄水に関する知
識と事故発生時の対応力を向上さ
せるための「危機管理研修」を充
実・実施②防災くらし安心部と連
携し「断水対策連携マニュアル」を
策定し、高濁度水発生の恐れが
ある場合、事前に受水市町の配水
池に一定の貯水量を確保するとと
もに、企業局側が給水制限する場
合は､市町間で相互に受水量の調
整を行う仕組みを構築③マニュア
ルに基づく訓練を、受水市町から
も参加を得て、全ての浄水場にお
いて毎年1回実施しています。
　平成25年度以降も豪雨災害は
頻発､激甚化しており､令和2年7
月豪雨では村山広域水道で5,000
度を、令和4年8月の豪雨では置
賜広域水道で1,900度を超え、過
去最高の濁度を記録しましたが、
ハード、ソフト両面での備えを実施
してきたため、水道用水の供給を
継続することができました。

　広域水道は、県民生活に最も重
要なライフラインのひとつですので、
ハード、ソフト両面での対策を進め

ることで、危機管理の対応力を高
め、安全で安定的な水道用水の
供給に万全を期していきます。

水道広域化推進プラン策定に向けた
現在の状況について

令和4年10月28日（金）／決算総括質疑

令和4年9月24日（土）

令和4年10月13日（木）

令和4年10月11日（火）令和4年10月8日（土）
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